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計 画 名 相模原市保健医療計画

　年度～　

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

健康手帳交付事業

老人保健法第13条
健康手帳交付取扱要領

年度

約90,000人

平成13年度（評価対象年度）平成12年度

91
2人（60時間）

実   績 目   標

1,386 1,583 1,477 1,538

〔様式　１〕

042(769)8344

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

指　標　① 9088

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

基本施策名
施  策  名

第
第

・健康手帳の作成　26,000冊
・健康手帳の交付  22,720冊
・決算　健康手帳　26,000冊　2,215千円
・交付の方法　40～59歳　希望者に随時交付
　　　　　　　60歳　　一斉交付(基本健診通知時）
　　　　　　　61～69歳　希望者に随時交付
　　　　　　　70歳　　　一斉交付（医療証交付時）
　　　　　　　71歳～　　希望者に随時交付
・内容　医療や健診結果の記入欄
　　　　検査でわかること、生活習慣病について
　　　　市の各種保健事業について

　市民が自らの健康を保持増進するために、医療や健康診査結果等を記録することを
目的に交付する

40歳以上の市民（40歳未
満で希望者には市独自で
作成した手帳を交付して
いる）
対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度12

なし

疾病予防、中年期の健康再確認対策として、健康手帳
を交付する。

指標式

対象者数に対する交付率

指標名

交付数-（交付数×0.3※）/（対象者数
/5）×100
※紛失再交付分を3割としている

2,216

251

2,079 2,376

1人（60時間）

2,079 2,627 2,307

1,506

91

2,308

91

1,002

1,5972,399

2人（60時間） 2人（60時間）

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ

12210

政  策  名

事務事業名 事業コード

生涯にわたる健康づくりを進めます

指　標　②
指　標　③

実   績

４　評価指標

9085
実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

健康手帳は5年に一回交付のた
め、対象者数の1/5に対して実際
に交付された割合を指標とした

市民健康づくりの推進
自ら行う健康づくり

担当部課名

主要事業計画対象の有無

地域保健 成人保健企画課 班

～63

保健所

無



97.8%
1
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説明：

説明：

Ｃ：満足できない

自己健康管理を目的とした本事業は、総合計画、保健医療計画の主旨にも則し
ている。

今後、内容の見直しを行う際には、利
用者の声等も反映させることで、より、効
果的な手帳となる。

成果向上の余地

理由：
必要な市民には、ほぼ全員に交付できている。

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

交付率は良い。

理由：

理由：

理由：

理由：

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ☆ ☆

７ 総合評価

他自治
体の類
似事業
との比
較

老人保健法に基づく市町村事業であるため、他自治体においても同様に実施し
ている。

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

国が示している手帳の内容を、本市の保健事業等にあった形にアレンジし、市民
が使いやすい様式となっている。

評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

 

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

 97.8%
 

 
②  c

 d
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老人保健法に基づく市町村事業であるため。

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

自らの健康は自ら守る時代であり、自己健康管理を目的とした本事業は時代に適
応している。

コスト改善余地

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

　交付数については、目標をほぼ達成できており、内容的にも本市にあった内容
となっている。

業者で作成販売している健康手帳をア
レンジしたものを購入しているため、独
自に作成するよりもコストは抑えられて
いる。

見　直　し

≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

A

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ


